
競争ダイナミクスに基づく経営戦略論の再考

山　口　裕之

　本稿の目的は，複数企業の多様な事業活動によって製品市場で展開される競

争のプロセスに注目することで，経営戦略という問題を再検討することにある。

経営資源を重視する従来の経営戦略論では，競争環境と適合する形で経営資源

を蓄積・活用できるかによって企業の競争地位が説明されてきた。この議論に

従えば，適合を可能とする「価値ある」資源を蓄積・利用するべきことが示唆

される。しかし，その示唆には，r価値ある」資源は事前には明らかではない

という問題が存在する。企業が蓄積・活用すべき資源は，製品市場における競

争プロセスによって構築される外部環境によって規定されるためである。この

問題を明らかにするために，製品市場における多様な企業行動や相互作用を検

討する必要があるというのが，本稿の主張である。

　以下では，第1節において，資源の「価値」を巡る議論と企業問の競争プロ

セスに注目した議論を紹介した上で，複数企業の多様な行動とその相互作用に

よる外部環境の構造的な変化のプロセスを考察する必要性を指摘する。第2節

では，．ここで「競争ダイナミクス（COmpe冊Ve　dyn㎜iCS）」．と呼ぶ，そのような

構造的変化のプロセスに関して一つの試論を展開する。そこでは，市場の分割

や，部分的支配性，多点競争といった競争ダイナミクスを紐解く上で鍵となる

事象を明らかにした上で，それらに関する仮説を導出する。第3節では，二次

電池産業の事例分析を通じて，それまでの議論と提示した仮説を確認する。

1．資源の価値の不確実性と競争ダイナミクス

　（a）企業行動への注目

　産業内において競争優位性をいかに構築するか。古くから戦略論において中

心的に議論されてきたこの問いを巡っては，90年代以降，企業が保有する資
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源が注目されてきた。RBV（士。。。皿。．b。。。d　vi．w）と呼ばれるこの一連の議論

では，企業間の競争格差は企業が保有する資源の違いに起因するという前提の

下で，価値・希少性・模倣困難性のある資源を保有することが競争優位を構築

する上での必要条件であると論じられている（B・m・y，1991；1996）。そこでは，

こうした資源を他社よりも迅速かっ豊富に蓄積し事業活動に利用することが，

企業の採るべき戦略として示唆されてい孔

　しかしながら，こうした示唆の有用性については様々な批判がある。例えば，

P正i・m・nd　Bud・士（2001）は，いかなる経営資源にどのような価値があるのかは

製品市場における競争の結果によって事後的に規定されるにもかかわらず，経

営資源の価値が事前に明らかであることを前提に議論が組み立てられていると

して，㎜ヨVが立脚する視座を批判している。M．W此m。㎜d　Sm肛t（1995）も

同様に，㎜Vでは静的な産業が仮定されており，特定の経営資源によって競

争優位性が確立される競争プローセスが軽視されている点を指摘している。

　このような批判に対し，B．m．y（2001）は，経営資源の価値や希少性，模倣

困難性が事前に存在することを前提として論じる傾向がR］3Vにあったことを

認めた上で，経営資源と外部環境との相互作用を中心として，市場において経

営資源の価値が形成されるプロセスを研究に取り込む必要性を示唆している。

　こうしたKBVを巡る一連の議論を受け，経営資源と外部環境との相互作用

を媒介するものとして，企業行動が注目されつつある（・．g・輕部・2001；中村・

岡田・澤田，2006）。そこでは，保有する資源を活用した企業の事業活動（行

動）によって，競争環境や市場での競争地位が影響を受けるとともに，経営資

源の価値が明らかになり，さらにその結果を受けて各企業の資源蓄積や資源活

用（行動）が影響を受けるという動態的な相互作用が着目されている。

　（b）競争ダイナミクス研究

　企業行動が競争環境や競争地位に与える影響を考える上では，ある特定の企

業の行動だけではなく，榛数の企業を並列的に検討する必要がある。単独企業

がきわめて強大なパワーを有するような限られた状況でない限り，市場の状況

やそこでの各社の競争地位は，異なる意図を有する複数の企業による行為が複

合した結果として生じるからであ孔

　このような複数の企業による行為の結果として競争環境が形成・展開される
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プロセスを直接扱った議論としては，オーストリア経済学的戦略論（Au。血i．n－

b且s・d・tr・t・gy：J・cobs㎝，1992；淺羽，2001）や競争ダイナミクス（・・mp・舳v・

dyn。㎞。s）研究（K．t．h．n，Snow，㎜d　Ho．v．f，2004）が挙げられる。そこでは，

企業の事業活動と，それによって形成・展開される製品市場での企業問競争

（市場プロセス：m砒k．t　pr。。e。。）によって，パフォーマンスや競争地位の変動

が説明されてきた。

　例えば，F。虹i。。，Smi伍，。nd　Gr㎞m（！999）は，リーダー企業と二番手企業

の事業活動の違いから，競争地位の変動を説明している。そこでは，リーダー

企業に比べて二番手企業の競争活動の数・多様性・迅速さが高いほど，シェア

のギャップが縮小し，競争地位の逆転が起こる可能性が高くなることが経験的

に示されてい乱また，Young，Smi出，md　Gdmm（1996）は，競合他社より

も多くの競争的行動を採ることは，企業間競争での優位性をもたらすことでパ

フォーマンスに正の影響も与える一方で，産業の対抗度を上昇させることでパ

フォーマンスに負の影響を与えることを示している。

　このように，個別企業の行動とその組み合わせによって構成される製品市場

での競争に注目した議論が展開されてきた。その一方で，「競争ダイナミクス」

という言葉で包括できる問題がこれまでに十分に検討されてきたとは言いがた

い。その理由は主として以下の2点にある。

　まず，F。・・ie・・tオ．（1999）が認めるように，これまでの研究では，首位企

業と2番手企業の直接的な競争に分析が限定されていた点が挙げられ乱実際

の市場競争は，リーダーとチャレンジャーのみで構成されるわけではなく，フォ

ロワーやニッチャーといった下位企業の動向によっても大きく左右される。

　より重要なこととして，これまでの研究の多くでは，競争上のルールが変化

するといった競争環境の構造的な変化が十分には検討されていないことがある。

製品市場におけるルールの変化は，現在の競争構造の中では劣位にある下位企

業や新規参入企業による，既存の製品市場やセグメントとは競争構造が異なる

ニッチ市場の探索に端を発することが少なくない。その一例としては，

Ch・ist・n・・n（1997）によって示されたハードディスクドライブ（HDD）産業の

事例が挙げられるだろう。HDD産業では，それまで看過されてきた製品の小

さ、さを訴求するニッチャーの登場とその製品の改良によって，製品市場におけ

る評価次元が，それまで重視されてきた製品の容量や信頼性から小ささへと変
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化している。従来の議論では，リーダーとチャレンジャーの直接的な競争関係

が注目されるあまり，こうした競争環境の構造的な変化が，考察の範囲から外

れてしまっているのである。

　以上の議論からは，異なる意図を持った複数の企業の行動によって生じる競

争ダイナミクスを検討することが，経営戦略論が取り組むべき課題として示唆

される。

2．多様な戦略によって構成される競争ダイナミクス

　複数企業の多様な事業活動によって構成される競争ダイナミクスについて検

討する上で，P．n．os。（1956）は一つの手がかりとなる。彼女は，外部環境や経

営資源によ．って客観的に導かれるものではなく，経営者の意図や経験といった

主観的な要素が反映されるものとして，企業行動を捉えている。経営者がどの

ような生産機会を認識するかによって，各企業の行動は大きく左右されるので

ある。このような見解に従えば，企業の事業活動は，その対象として見出され

た生産機会が既存の競争環境を前提としたものなのか，新規の競争環境を前提

としたものなのかによって，分類することができる。このことからは，既存の

生産機会を対象とした事業活動のみによって競争が構成される場合と，そのよ

うな事業活動と新規の生産機会を対象とした事業活動とによって競争が構成さ

れる場合が示唆される。

　仮に，産業内の全ての企業が，ある特定の評価基準に従った既存の製品市場

や顧客を対象とするのであれば，その評価基準により適合的な製品を供給する

企業が競争優位を確立することになる。既に定着した製品の評価基準という単

一のルールを前提として，製品市場での競争は展開されるのである。この場合

には，既存の議論で提示されてきた示唆が有用性を持つだろう。

　しかしながら，実際には，前述したHDD産業の事例のように，異なる製品

の評価基準を有する新たな製品市場を主たる対象とした企業もしばしば出現す

る。とりわけ，新たに出現した領域がニッチ市場にとどまらず，無視できない

規模に成長していくような場合には，より複雑な状況が現れる。既存の評価基

準を前提とした製品市場での単純な競争ではなく，異なる評価基準を有する製

品市場間，あるいは製品の評価基準間での相互作用ないし競争が生じる．のであ
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る。以下では，この問題に関して，検討を進めたい。

（a）市場の分割と部分的支配の成立

　産業内において，既存市場とは異なる評価基準を有する新たな製品市場を主

たる対象とする企業が登場する場合，少なくとも初期段階では，その企業と既

存市場を対象として事業活動を行う企業との間で直接的な競争は発生せず，棲

み分けが成立する。既存の評価基準に基づくセグメントと新たな評価基準に基

づくセグメントという形で，製品市場は分割されるのである。

　こうした棲み分けが発生する場合，既存セグメ．ソトを主たる対象とする企業

は，同じセグメントを対象とする企業との競争に曝されているのに対し，新規

セグメントを主たる対象とする企業は，その戦略を模倣する企業が出現するま

での一定期問は競争に曝されないことになる。新規セグメントが特定の企業に

よって独占されることを，部分的支配と呼ぶと，次の仮説が導かれる。

　　仮説1：新たな製品評価基準に基づく新規セグメントを対象とした企業が

　　　　　　登場する場合，市場は分割され，その企業が当該セグメントにお

　　　　　　いて部分的支配を確立する。

（b）多点競争

　新規セグメントにおいて当該企業が部分的支配を確立したとしても，その支

配性の継続が保障されているわけではない。競合他社によってその行動の模倣

が積極的に行われる場合，部分的支配は消失してしまう。

　他方で，実際に模倣行動が発生するまで，新規セグメントを対象とした企業

に多大な先行者優位が生じるのであれば，部分的支配が維持される場合も想定

できる。単純に金銭的な収益が生じるのみならず，評判やブランド，流通網な

どの経営資源が先行的に蓄積され，それが既存セグメントからの移動障壁とな

るのであれば，部分的支配が維持されることになる。

　また，部分的支配を背景として，新規セグメントが高い収益性を有するがゆ

えに，既存セグメントを主たる対象としてきた企業による模倣行動が抑止され

ることも考えられる。このような状況は，複数セグメントにおいて企業が対時

する多点競争（m・ユdpk　pobt・omp・冊。n）という構造が成立している場合に生

じうる。例えば，複数のセグメントが並立していて，2社の企業がそれぞれ別
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のセグメントを主力市場としている状況を想定しよう。このような構造におい

て，各企業が同等の投資余力を持つ場合，競合企業が基盤とするセグメントを

攻めると，競争を仕掛けてきた企業の主力セグメントを競合企業が攻めること

で反撃してきて，その結果として全市場に渡る熾烈な競争が起こりうる。各企

業が合理的な判断に基づいて行動する限りは，そのよ一 ､な最終的に生じうる結

果を回避するために，相手の主力セグメントに攻め入らないことが望ましいこ

とになる（K趾蝪d㎜d　W枷。r£。lt，ユ985）このような状況であれば，既存企業

による新規セグメントヘの参入は回避されることになる。

　さらに，新規セグメントを対象とする企業が，部分的支配を背景とするきわ

めて高い収益を獲得している場合には，既存セグメントでも競争優位を確立す

ることも生じうる。とりわけ既存セグメントにおいて既存企業間において厳し

い競争が生じている場合には，既存セグメントにおいて生じる超過利潤は限定

的である。そこでは，上述の多点競争による均衡状態が生じる場合とは異なり，

既存セグメントを主力市場とする企業と新規セグメントを主力市場とする企業

の問では，投資余力が異なることになる。このような場合には，相互自制は崩

壊し，新規セグメントにおいて部分的支配を確立している企業が，そこでの収

益を原資として，既存セグメントでも競争優位に立っ状況が起こりう孔この

点は，次の仮説としてまとめられる。

　　仮説2：既存セグメントでの競争の対抗度が高い場合，新規セグメントで

　　　　　　部分的支配を確立した企業は，新規セグメントで蓄積した経営資

　　　　　　源に基づいてすべてめセグメントにおいて競争優位を確立しう乱

3．事例分析

　二次電池産業では，92年に，新規技術の登場という大きな環境変化が生じ

た。この外部環境の変化に対し，既存の大手二次電池メーカーであった三洋電

機と東芝は，新規技術の蓄積を迅速に行い，94年ごろから新規技術に基づい

た事業活動を開始している。この時点において，両社の競争地位に大きな違い

は見られないω。しかしながらその後，三洋電機が競争地位を向上させるのに

対し，東芝は競争地位を低下させていき，最終的に二次電池産業から撤退して

いる。
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　94年時点では両社の経営資源に大きな違いはなく，保有する経営資源を重

視する肥Vにしたがうならば，外部環境の変動によってこの2社の競争地位に

大きな違いは生じないはずである。同等の経営資源を持ち，同じ環境変化に直

面しながら，なぜ両社の競争地位は大きく異なっていったのだろうか。

　このような現象を説明するにあたり，技術転換期における経営戦略を扱った

議論では，新規技術への適応速度やコミットメントの大小．といった要因が注目

されてきた（。．g．Coop．f舳d　S．h．ndd，1976；H㎜㎜d　Ro出舵fm吐2003）。新規

技術により迅速に対応し，かっより多くの経営資源を投入することにより，よ

り高い競争地位を獲得できるという見方である。こうした視点は，これまでの

競争ダイナミク・ス研究の見解と共通している。

　ところが，このような既存の議論とは異なり，二次電池産業における技術転

換で競争地位を落としたのは，新規技術に基づく事業をより早く開始し，それ

に傾注した東芝の方であった。そこで，本稿では，多様な事業活動が複合する

ことで生じる競争環境の構造的な変化に注目して分析を行う。以下では，当時

の二次電池産業の状況を概観した上で，次の3点に沿って分析を進めていく。

①　既存企業である東芝と三洋は，新規技術の登場という環境変化に際して当

　　該技術を迅速に蓄積しているけれども，経営資源として蓄積された新規技

　　術を活用するにあたり，製品市場での戦略は異なっていた。

②　この戦略の違いによって市場の分割が発生一し，そめ結集，三洋が国内携帯

　　電話機用セグメント（新規セグメント）において部分的支配性を獲得した。

　　【仮説1】

③　三洋は，国内携帯電話機用セグメントでの支配性を確立する一方で1東芝

　　をはじめとする多くの既存企業は，ノートパソコンセグメント（既存セ・グ

　　メント）での競争激化によって，業績が悪化する。三洋は新規セグメント

　　での部分的支配を足がかりとして，既存セグメントで。の新規技術の展開を

　　進める。これに対して，東芝などの企業は国内携帯電話機用セグメントヘ

　　一の新規技術の展開を試みるが，国内携帯電話機用セグメントにおける三洋

　　電機の競争地位を崩すことはできず，逆に自らの主力市場であったノート

　　パン・コンセグメジトでの競争地位を悪化させてしまう。その結果，一三洋電

　　機が二次電池産業全体において支配性を確立していった。【仮説2】
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（a）二次電池産業

　二次電池とは，化学的・電気化学的反応を通じて電力を貯蔵，供給する電池

である。貯蔵・供給できる電力量（Wh）は基本的に正極と負極の種類と量に

よって決定される。この電力量を電池体積で割ると「体積エネルギー密度

（Whμ）」という指標が得られ，電池重量で割ると「重量エネルギー密度（W

h／kg）」という指標が得られる。これらの指標は二次電池の製品評価において

特に重視される指標である。携帯型電子機器の売上を左右する小ささ・軽さ・

使用可能な時間といった要因は，その機器が搭載する二次電池のエネルギー密

度に大きく依存するためである。

　90年には，リチウムイオン（Ll－ion）電池と呼ばれる新規技術が，それまで

二次電池の生産を行っていなかったソニーによって開発される。ニッカド電池

（Ni－Cd電池）やニッケル水素電池（Ni－MH電池）といったアルカリ系二次電

池と呼ばれる既存技術では，化学的反応を用いて充放電が行われていたのに対

して，L－ion電池と呼ばれるこの新型二次電池は，電気化学的反応を用いてお

り，既存技術とは異なる知識体系に基づくものであると同時に，上述の製品評

価基準から見て既存技術に優るものとして考えられていた個㌧

（b）各社の戦略

　既存技術に優る新規技術の登場という環境変化に対して，既存の大手二次電

池メーカーは，Li－ion電池技術の蓄積を迅速に行い，94年前後からu－ion電池

の量産化を始めている。この点でいえば，新規技術の登場に対して，既存の二

次電池メーカーは迅速に対応していた。その一方で，製品市場における各社の

戦略は異なっていた。ここでは，新規参人企業のソニーと，大手既存企業の東

芝と三洋の戦略について概観する。

（i）ソニーの戦略

　携帯型電子機器が主力事業のソニーにとって，二次電池は重要な要素部品で

あり，長らく参入が検討されていた。しかしながら，二次電池技術の蓄積がほ

とんどなかったソニーにとって，既存技術を前提とした二次電池産業での競争

地位の確立は困難であった一。そのため，ソニーでは，既存技術とは原理が大き

く異なるしi－ion電池技術に絞った研究開発活動が，80年代中頃から積極的に行

われていた帽〕。
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このような経緯で二次電池に参入したソニーでは，生産量の増大によるコスト

低減と，積極的な研究開発による高容量化を重視した製品開発が進められ，電

池容量が重視される既存セグメントを主たる対象としてLi－i．n電池事業が展開

された。

（i）東芝の戦略

　既存技術を脅かす新規技術が出現した際に既存企業がとるべき方策として，

既存技術に基づく事業活動と新規技術のそれとを分離することが，しばしば指

摘される（・．g．Ch正i・t・n・・n，！997）。このような主張に沿う形で，東芝は，容量

という既存の評価基準を巡って競合関係にある両事業を別組織化し，市場の動

向を見ながら両事業のバランスを取っていた。このことは，ATBの社長の発

言から窺える。

　　「Ni－MH電池とLi－ion電池が競合しないとは言い切れない。ただ東芝全体

　　としては，市場の反応をみながらNi－MH電池とLi－ion電池の両方のアクセ

　　ルとブレーキをうまく踏んでいくことになる。」＝4＝

　その後，二次電池産業で最大規模のノートパソコンセグメントにおいてNi－

MH電池からしi．ion電池への転換が急速に進むという市場予測帽〕を受け，95年ご

ろからLi－ion電池事業に傾注するようになる個；。東芝では，Li－ion電池とNi－MH

電池が別会社で展開され，両事業は同じ既存セグメントを主たる対象として展

開されていたのである。

（血）三洋電機の戦略

　三洋電機では，他の企業と異なり，製品評価基準が異なる新規セグメントを

主たる対象として新規技術であるしi－ion電池事業が展開されることになる。三

洋電機が着目したのは，国内携帯電話向けセグメントである。ノートパソコン

を中心とする既存セグメントでは電力容量という製品評価基準が重視されてき

た一方で，当時成長し始めていた携帯電話用二次電池では，用途先の製品特性

のために，小型化・軽量化という評価基準が重視されようとしていた。三洋電

機は，この新規セグメントを対象にLi．ion電池事業を展開する一方で，既存セ

グメントではNi－MH電池事業を展開し続けた。このことは，三洋電機の二次

電池事業を担うソフトエナジー事業部本部長の次のような発言から窺える。

　　「Ni－MH電池は大容量，Li－ion電池は小型で軽量とそれぞれ特性がある。

　　使用する機器によって特性は異なり，三種類の電池で需要開拓の棲み分け
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を図る。」｛7〕

（。）市場の分割（95年～97年）

（i）三洋電機による新規セグメントでの部分的支配の確立

　それぞれの事業活動によって製品市場での競争が展開される様子をまとめた

のが図1である。

　既存企業である東芝と三洋電機は94年あたりからLi－ion電池をともに事業化

する一方で，前述のとおり，これら2社の間では，対象とするセグメントが異

なっていた。東芝は，・ソニーと同様に，電力容量が重視される既存セグメント

を対象として事業活動を行ったのに対し，三洋は小型・軽量という評価基準が

重視される新規セグメントを対象として事業を展開していた。その結果，それ

らの間で。棲み分けが成立することとなる。

　三洋電機は，小型・軽量を訴求しだしi－ion電池を95年に発売す孔それまで，

国内携帯電話機では，携帯電話本体の設計上の制約から角型電池が用いられる

傾向にあった一方で，角型化するとエネルギー密度が低下するという問題が

u－ion電池には存在していた。この問題に対する三洋の解決策が，川合金を外

装管に用いることで軽量化を達成した角型Li－ion電池であった。この電池は，

従来の角型Li－ion電池に比べて高い重量エネルギー密度副を達成しており，小

型化・軽量化が強く求めていた国内向け携帯電話機に広く採用されることとなっ

た。

　一方，東芝やソニーでは，既存の評価基準である容量の向上に焦点が当てら

れており，小型・軽量に焦点を当てた資源蓄積や製品開発は行われていなかっ

た。そのため，三洋電機の川角型Li－ion電池に対抗することができず，国内一携

帯電話機セグメントにおいて三洋電機は支配的な地位を確立することになる幅コ

（図1の97年頃）。

（廿）既存需要での競争の激化（95年～97年）

　新規セグメントである国内携帯電話機セグメントでは，三洋電機が支配性を

確立する一方で、既存セグメントでは，主として以下の3つの理由から激しい

競争が起こる。

　第1に，既存セグメントを対象としてLi－ion電池事業を展開する企業が続出

したことが挙げられる。ソニーや東芝だけでなく，既存の大手二次電池メ」カー
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であった松下電池工業や，Li－ion電池の登場を契機として新たに参入した企業

は，電力容量を重視する既存セグメントに向けてLi－ion電池事業を展開してい

た。

　第2に，二次電池産業は典型的な装置産業であったことが挙げられ乱その

ため，固定費が高いこと，生産能力を小刻みに増やすことができないことといっ

た，競争が激化する条件が揃っていた。

　第3に，既存企業によって既存セグメントを対象としたNi－MH電池事業が

継続された結果，既存セグメントにおけるNi－MH電池からしi－i．n電池への代替

が予想ほど進まなかったことが挙げられる。皿。

　これらの理由から，97年にはノートパソコン向けのLi－ion電池は供給過剰に

陥る血面。その結果，三洋電機以外のLi－ion電池事業は，激しい価格競争に直面

することになり，業績を悪化させる。副（図1の97年頃）。

（d）新規セグメントを基盤とした三洋電機の躍進（98年以降）

　三洋電機」のLi－ion電池事業は新規セグメントでの支配性を確立することによ

り，そこでの収益を基盤として蝸，既存セグメ・ソトであるノートパソコンセグ

メントを対象とした展開も積極的に行い始める。

　他方，三洋電機以外の企業は，三洋電機が先に成功を収めた国内携帯電話セ

グメントで対抗するために，薄型Li－ion電池を製品化する。しかし，三洋電機

が角型Li－i・n電池の薄型化をさらに進めたために，その支配性が破壊されるこ

とはなく働，三洋電機による既存セグメントでのLi－ion電池の展開が抑止され

ることもなかった。結果として，三洋電機は新規セグメントのみならず，既存

セグメントでもしi－ion電池での市場地位を確立していく（図2）。

　最終的に，二次電池市場全体において競争地位を強化した三洋電機には，さ

らなる好業績がもたらされる一方で，東芝をはじめとする競合企業は競争地位

を低下させることになる（図1の00年頃）。東芝は2004年にL1－ion電池事業の

継続も断念し，2005年に当該事業部の生産設備を三洋電機に売却することを

発表している。
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4．おわりに

　本稿では，既存の経営戦略論を再考することで，事前に規定された経営資源

の価値に基づいて事業活動の成果が規定されるのではなく，事業化の方向性を

通じて，経営資源の価値が事後的に表出することを議論してきた。そこで重要

となるのは，意図や認識が異なる複数の企業問での製品市場における相互作用

と，その結果として生じる製品市場での競争地位の確立のプロセスである。

　このことからは，多様な企業行動によって構成される製品市場における競争

ダイナミクスを検討する意義が示唆される。本稿で展開された議論は一つの試

みにすぎないが，単純に経営資源の固定的な価値を前提とする既存研究とは異

なる議論の展開は，経営戦略論に新たな視座をもたらすものだと，筆者は考え

ている。

【謝辞】　本稿は，一橋大学大学院商学研究科を中核拠点とした21世紀COE

プログラム（『知識・企業・イノベーションのダイナミクス』）から，若手研究

者・研究活動支援経費の支給を受けて進められた研究成果の一部である。同プ

ログラムからの経済的な支援にこの場を借りて感謝したい。
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03竹下（2001）によると，このころには，携帯電話機用のLi－i㎝電池の市場規模がノートパソコン
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　用Li－ion電池の市場規模を上回るようになっていた。この携帯電話機用L－ion電池での高い競争地

　位に基づき，三洋には，豊かなキャッシュフローと，Li－i㎝電池に関する規模の経済性に基づく価

　格競争力が存在した。

ω　竹下（2001）を参照。
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コロ01捧参考にしている。

メインセグカト1ノートパソコン用達・海外携帯電話機用劃では既存。性能言平価軸喀量〕が、国内携帯電話機セ

グメントでは既存O一硅能評価軸と異なる評価軸1」」型・軽量〕が重視されてL廿こ。
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